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がん対策推進協議会より長妻厚生労働大臣に手交された

「平成 23年度がん対策に向けた提案書」について

平成22年 3月 11日 (木)に開催された「第 12回がん対策推進協議会」におい
て議論された「平成23年度がん対策に向けた提案書」が、このたび取りまとめられ、
本日18時、厚生労働大臣室において垣添会長より長妻大臣に手交されましたので、
その要旨について別添のとおりお知らせいたします。



平成 23年 度がん対策に向けた提案書

～ みんなで作るがん政策 ～
〔要 旨〕

平成 22年 3月 31日

がん対策推進協 議 会



提案の 骨子

【1】 がん対策の現状に対する提案。

(1)が んに対する社会資源の投入が不十分であり、投入量 を増やす必要がある。

(2)政 策立案決定プロセスを改善すべきである。

(3)「 予算」「診療報酬」「制度改正」の 3つ の側面を横断的に有機的な検討

を行い、効率的で有効な対策を進めるべきである。

【2】 「予算」「診療報酬」「制度」の 3つ の側面からなる 140本 の推奨施策を提案。

【3】 重点項 目に入れるべき施策の提案。

(1)緊 急に重点的な実施が必要 と考える 9本 のがん予算施策を提案する。

(2)「 がん診療連携拠点病院制度」の抜本的改正を求める。

(3)全 国的ながん登録システム を整備することを求める。

本協議 会は、タウンミーテ ィングや都道府県がん対策推進協議会委員等アンケー

トな どによつて得 た全国の多数 の患者、現場 、地方 の声 を踏 まえ、 「平成 23年

度 がん対策予算に向けた提案書  ～みんなでつ くるがん対策 ～」 として、以下の

提案 をす る。

【1】 がん対策の現状に対する提案

(1)が んに対する社会資源の投入が不十分であり、投入量を増やす必要がある。

都道府県がん対策推進協議会等委員へのアンケー ト結果 (回 答者
・520人 )

では、がん予算に関して、 「十分である 13%」 、 「十分でない 87%」 で

あった。診療報酬について 「十分である 9%」 「十分でない 90%」 であつ

た。制度の整備については、 「十分である 20%」 「十分でない 80%」 で

あった。がん対策への資源投入が不足 してお り、対策が弱いとい うのがほぼ

共通認識であつた。タウンミーティングにおける回答 (430人 )で もほぼ

同様の結果が得 られた。

(2)政 策立案決定 プロセスを改善すべきである。

(1)の アンケー ト調査によると、がん予算の決定プ ロセスに関 して、 「満

足である 12%」 、 「満足でない 87%」 であった。診療報酬の決定プロセス

について 「満足である 11%」 「満足でない 88%」 であった。制度の決定プ

ロセ スについては、 「満足である 20%」 「満足でない 79%」 であつた。 が

ん対策 の政策決定プロセスが不透明で患者、現場、地域 の声が届いていない と

い う認識が一般的であると考えられる。平成 22年 度予算策定においては、厚
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生労働省 が都道府県のがん対策ニーズを把握す るため、がん対策担 当者 に面談

して ヒア リングを行 うとい う変化があつたが、全体 としては、都道府県、市町

村な どの地域 と国の連携はまだまだ不十分である。

(3)「 予算」「診療報酬」「制度改正」の 3つ の側面を横断的に有機的な検討

を行 い、効率的で有効な対策を進めるべ きである。

(1)の アンケー ト調査 とタウンミーテ ィングの意見によると、がん対策を

進めるには、 「予算」 「診療報酬」 「制度」にわたって横断的に変革す る必要

がある。た とえば、がんを診療す る医療機関のネ ッ トワーク整備に関 しても、

制度の改正を行い、構造転換のために政府予算を投入 し、同時に恒常的にイン

センティブを保つために診療報酬で評価を行 うといつた、横断的で横串を通 し

た政策パ ッケージが必要である。

【2】 「予算」「診療報酬」「制度」のごつの側面か らなる 140本 の推奨施策を

提案

○がん対策「予算」については、別添 1の 74本 の施策を提案する。
・平成 22年 度提案書のうち、実際に平成 22年度予算案に採用 されたもの

が一部あつたことは評価できる。 しか し、それはごく一部にとどまつてお

り、推奨施策の採用をさらに進めることが必要である。

。また、都道府県間で活用 されるがん対策予算の額に格差が見られるのは、

都道府県によつて財政力が異なるためで、これを是正するため、 2分 の 1

(半額)補助でなく 10分 の lo(全 額 )補助の仕組みを主流にす るな

ど、抜本策を打つ必要がある。

・平成 22年 度予算案において、がん対策予算の総額は増加 したが、分野別

に見ると増額 となつたのは主にがん検診の分野であり、医療機関、医療従

事者育成、緩和ケアなどの分野は減額 となっているため、高く評価 をする

ことはできない。

。また、計上 したがん対策予算が都道府県やがん診療連携拠点病院な どによ

つて活用 されずに残る不用が依然 として発生 しているのは、国 と都道府県

等の予算のミスマッチが解消 されていないことを示 している。

。現行のがん対策予算について、それぞれの予算や事業が地域のニーズとミ

スマッチはないか、事業が成果を挙げているか、政策 目的を達成す るため

に有効に働いているかなどを、洗い出 して点検することも必要である。

○がん対策 「診療 報酬」について は、別添 1の 29本 の推奨施策 を提案す る。

・ がん医療 に関 しては、質 の高いがん診療 、均 てん化 を進 める活 動 、連携 の

-2



強化 な ど、促進 が必要な分野 に十分なイ ンセ ンテ ィブが付与 されてお らず、

がん診療に関す る診療報酬の評価を、 よ り充実 させ ることが必要である。

また、がんに関す る医療従事者 を育成す るため、十分 なイ ンセ ンテ ィブを

付与 してい くことが重要である。

当協議会が平成 21年 12月 4日 に提出 した提案書において参考 として例
示 した項 目 26本 の うち、一部の項 目については、平成 22年 度診療報酬
改定に反映 されている。 中央社会保険医療協議会 (中 医協 )に おいて当協

議会の提案 を参照 した議論があつたことは進歩であ り、今後の改定作業に

おいて も、同様 のプ ロセスを経 ることが必要である。

ただ し、積み残 された課題 も多 く、引き続 き平成 24年 度 の次期改定に向
けて取 り組み を進 めるべきである。また、次期改定期 は診療報酬 と介護報

酬 の同時改定 となる予定である。がん診療領域においては、医療 と介護の

両面に関係す る事項が多いため、がん患者・家族 を中心 とした包括的な支

援 を強化す るよい機会 となる。 なお、がん医療の均てん化 と標準治療の推

進 に向けた評価、未承認薬等の早期承認 な どによ り、有効性 と効率性 の向

上、無駄の削減 に努 めることも必要である。 さらに、保険料や税の負担 と

給付 の関係 について、広 く国民の議論 とコンセ ンサスを得 ることも重要で

ある。

○がん対策の 「制度」の改正について、別添 1の 37本 の推奨施策 を提案する。
・ がん医療の問題点 を解決す るためには、多 くの点で制度の改正や新たな制

度 の創設が必要である。がん領域の問題点に関係す る法律 。政令・通知・

規則 な どを総合的に洗い出 し、必要な改正を行 うべ きである。制度改正が

予算や診療報酬上の評価 の前提 となる場合 もある。 また、制度改正な しで

は、予算化や診療報酬上の対応 をしても効果が薄い場合 も考 えられ る。た

とえば、地域がん登録に関 しては、がん登録法の制定 によ り、新たに全国

的に統 =さ れた方式によ り地域がん登録 を実施す るな どの取 り組みが求め

られ る。

【3】 重点項 目に入れ るべ き施策の提案。

(1)緊 急に重点的な実施が必要 と考える 9本 のがん予算施策を提案す る。

都道府県がん対策推進協議会委員 とがん患者関係者 等 に、昨年度提案書に

ある 70本 の施策 に関 して優先度 を尋ねたア ンケー トで上位 になった施策 と、
当協議会委員の意見を合わせ、以下の 9本 の施策について特 に優先度が高い

として、別添 2の 図示 による詳細な説明を添えて推奨す る。
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施策① 緩和ケアを担 う施設などの拡充事業
施策② 長期の化学療法に対する医療費助成事業
施策③ 専門 。認定看護師・薬剤師等育成配置支援センター事業
施策④  副作用 。合併症に対する支持療法のガイ ドライン策定普及事業
施策⑤ 地域がん登録・全国集計活用事業
施策⑥ がんベンチマーキングセンター事業
施策⑦ 患者・家族のための、がん総合相談支援事業
施策③  がん患者満足度調査事業
施策⑨ サバイバーシップ事業

(2)「 がん診療連携拠点病院制度」の抜本的改正 を求める。
がん診療連携拠点病院 (以 下 「拠点病院」 とい う。 )制 度 に関 しては、 こ

れまでの現行の制度 が一定の役割 を果た してきたものの、がん医療の均てん

化 と、切れ 日ないがん医療の面的展開 とい う点か ら、質 的な面で評価す ると、

拠点病院制度は 目指 してい る方向に必ず しも有効 に働いていない側面が ある。

提供 され る医療の質の高 さや、地域のカバー率、面的連携の強化、患者 目線

での運営な ど、がん対策基本法の趣 旨に沿つたがん診療体制ネ ッ トワークの

制度 を一層充実 。強化するために、拠点病院の指定要件 について、がん対策

推進協議会等において検討の上、下記の留意事項を配慮 しつつ、制度の大幅

な見直 しを行 うことを推奨す る。

[留 意事項 ]

①  均てん化 と切れ 日ないがん医療の面的展開に関 して貢献す る医療機関
へのインセ ンティブが働 くこと

②  医療機関が継続的に質の向上に取 り組むイ ンセンテ ィブが働 くこと

③  地域の面的カバーの拡大 と(医 療の質の向上の両面でのイ ンセ

ンティブが働 くこと

④  大都市、地域の中核都市、地方都市、過疎地のいずれにおいても、適

応できる仕組みであること

⑤  医療従事者の育成確保のインセンティブが働 くこと

⑥  患者・家族の日線で拠点病院のあり方を見直すこと 等
また、具体的な改正点 としては、次のような点を検討すべきと考え、 こ

うした方針に合わせて指定制度 を再構築 し、その上で国の予算措置も強化 し、

質の担保に伴い診療報酬上の評価 もさらに高めるべきである。

①  拠点病院のタイプを複数分けすること (全がん種タイプ、特定がん
タイプなど) (要件をすべてクリアしている拠点病院、それ以外の拠
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点病院など)

②  連携に関する評価 を取 り入れること

③  地域の医療計画において記載 した役割分担に位置付けること

④  指定要件について訪問審査の考えを取 り入れること

⑤  病院機能、プロセス指標、アウ トカム指標 をチェックするための第

二者的な組織によるベ ンチマーキングセンターを設置すること

⑥  都道府県がん診療連携協議会、都道府県がん診療連携拠点病院連絡

協議会などに、患者代表の参加 を必須 とすること   等

なお、運用に当たつては、拠点病院の役割に鑑み、患者やその家族から、

セカン ドオ ピニオンや相談支援の求めがあつた場合は、適切かつ迅速に応 じ

るよう努めることを通達す るなど、患者や家族に配慮を求める。

(3)全 国的な地域がん登録システムの整備することを求める。

地域がん登録に関しては、がんの実態を把握 し、対策を立案するために不

可欠であるにもかかわらず、これまで一部の地域で しか実施 されず、精度 も

不十分な場合が多く、がん対策のために有効な総合的活用もなされていなか

つた。そこで、地域がん登録に関する法的な根拠を作るなどの対策 により、

全国的に地域がん登録を実施 し、がんの実態を把握 し、がん対策に活用す る

体制を整備す ることを推奨す る。

国においては、地域がん登録の一層の推進や、国民及び医療従事者などの関

係者への情報提供により、国 と国民等が一体となってがん対策に取 り組むこと

ができるよう、 「予算」、 「診療報酬」、 「制度」の面から総合的に、以下の

対策を講 じられたい 6

① がん医療の向上のためには、地域がん登録が必要であるとの国民の認

識を深めてもらうことができるよう、地域がん登録の仕組みについて十

分に周知を図ること。

② 個人情報保護法及び統計法との整合性を図つた上で、地域がん登録の

実施イこついてがん対策基本法に位置付けること。あるいは、 「がん登録

法 (仮称 )」 の制定を行 うこと。

③ 現在、研究等で行われているがん登録の取 り組みについて、法に基づ

く全国的かつ継続的な事業 とするとともに、精度の一層の向上を図るた

めの措置を講ずること。具体的には、がん登録 を実施する各医療機関お

よび登録情報を収集・分析する機関等に対 して十分な人員配置および予

算上の措置を講ずること。
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④  最新 の治療技術を反映 した生存率を算定するために、毎年 の生存確認

調査が可能な体制の確立 に努めること。

*以 上、提案書 「要旨」。詳細は、提案書本編 「平成 23年度  がん対策に向けた提案

書～みんなで作るがん政策～」を参照のこと
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別 添 1

「予算」「診療報酬」「制度」の 3側 面か らなる 140本 の推奨施策

分

野 分野
策
喜
施
番

A予算
施策
塞 喜

B診療報酬
距束

番 昇
C制度

全

体

ｌ

がん対策全
般

A-1
かん対東†昇の 100ハ

~マント拮用フロ
ジェクト

がん医療の質の評価 C-1 ドん対策基本法の改正

A-2 ドん対策ノウハウ普及プロジェクト C-2 E療法の改正

A-3
郭こ肘県かん対策冥施計画推進基金の
0詈 C-3

かん珂 東 日吾 駆 杯ノ」の駆 りまとのと、

■全 へ の4各

A-4
助 対 束へυリピυじAヽ計回、美何、計仙、

女善 )サイクルの導 入
C-4 勾閣府にがん対策連携推進室を設置

A-5
医療従事者と思者・市民が協働する普及
コ墓淫命す燿

A-6
ドん患者によるがんの普及啓発アクショ
/プリ ノ`

A-7 卜学生向けの資料の全国民への配布

A-8 明等中等教育におけるがん教育の推進

全
体

２

がん計画の

進捗・評価

A-9 ドん予算策定新プロセス事業 がん医療の質の“見える化" C-5
》/v杉療運偶覺息柄院の機能I半 1山乞何:

窮三者的な組織(ベンチマーキングセン
フー)の設置

A10 郁こ肘県かん対末 死進協議会などのか
ノ`計画の推渉管理

C-6
謙看関係委員を含む都鋼 県がん対策
を推協営全の設置の基鶏 ′

A-11 くの評価ができる評価体制の構築

A12 分野別施策の進捗管理に利用できる質
D評価のための指標の開発

l

放射線療
法および化
学療法の推
進と、医療
従事者の育
成

A-13 ドんに関わる医療従事者の計画的育成 放射線療法の推進 C-7 医療
法の改正い ん`治療に関わる専Pり医
D位置づけの検討)

A-14 攻
射線診断学講座と放射線治療学講座
ハ4ゝ離 化学療法とチーム医療の推進 C-8

E帥法の改正 (かん治療に関わる専門医
D規定)

A15 医学物理士の育成と制度整備 入院および外来化学療法の推進 C-9
呆健師助産師看護師法 (保助看法)の改
正(がん治療に関わる専門・認定看護師
n+日常ヽ

A16 がん薬物療法専P5家のためのeラ
ーニン

グシステム
がんにおける診療項目の評価 C-1

肇剤 帥極の政上 (かん治凍 に関わる写

■・忍 帝菫却1師の都市 )

A17 専門資格を取得する医療従事者
への奨

箋△ 翻1慮 の ■‖4 高度医療 C,11 医学物理士資格の位置づけの明確化

A18 専P5・認定看護師への特別報酬 C12 攻射縁治原字語圧と歴場内科学語圧の
資置の促進

A19 売がん剤の審査プロセスの迅速化 C-13
コンバッショネー ト・ユース (人 遭的使用 )
魚慮の創語

A-20
冗かん測 の適 用拡 大の予 査 アロセスの振
1宇 |

C-14
面用外薬の新たな保険適用制度の創設
〔ルーールイヒ〕

C-15
5反医療の改正 (国内未承認薬、適用拡
大等の早期承認)

2 緩和ケア

A-21
切れ日のない終末期医療のためのアク
ションプラン 緩和ケア診療加算 C-1

医療法の改正 (緩和ケアに関わる専門医
乃締書パ l■の捨針ヽ

A-22
姜期療養病床 のがん専 Pり療養病床への

要口菫董 緩和ケア研修修了者の配置 C-17
こ師法の改正 (緩和ケアに関わる専門医
ntB常ヽ

A-23
がん診療に携わる医療者への緩和医療
研修

B-10 緩和ケア病棟入院料の引き上げ C18
呆健師助産師看護師法(保助看法)の改
正(緩和ケアに関わる認定看護師の規
r)

A-24
後和医療研修のベッドサイドラ

=ニ
ング

`魔

膚生斐 のヽ堆半 C19 【到帥法の改正確 和クアに関わる認定

`剤

師の規定)

A-25
吸和医療地域連携ネットワークのrr(情も
t″澪ヽ イレ 3-2〔

豚薬及び向精神薬取締法の改正(医薬
ヨ廉菫の橘七1か植田のイ星推ヽ

A-26 後和ケアの質を評価する仕組みの検討 3-21
E業等 に関して広告可有aな事項に係 る

「
士挙働 省各果の詩訂

大学における緩和ケア講座の拡大

A28 後和医療科外来の充実

3

在宅医療
(在宅緩和
ケア)

A-29 生宅ケア・ドクターネット全国展開事業 B-11 在宅医療の充実 C-22
医療法の改正 (大規模在宅緩和グ 診房
折″地域在蒙繕和ケア計画の短宇)

A-30
生宅医療関係者に対するがんの教育研
修

B-12 生宅医療ネットワークの構築 C-23
保健師助産師看護師法(保助看法)の改
正(在宅緩和ケアに関わる認定看護師の
規定)

A-31 =宅
緩和医療をサポートする緊急入院病
末の確保

B-13 医療と介護の連携 C-24 針護保険法の改正

A-32
ヽ規俣 仕 毛篠 利 グ ′診源 F/Tエ リ′展 開ン

ステム
B-14
べ規俣仕毛板利グ′診原所と医療征

'普の吉成

A-33 '唯
施醸に看収リアームを脈這丁う除の

h岸

A-34
)同カンファレンスによる在宅医療ネット
フーク

4

診療ガイド
ラインの作
成(標準治
療の推進と

普及〉

A-35
メンテマーキング輛 楳比較,センターに
にる標準治療の推進

B-15 〕PCデータや臨床指標の開示 C-2(
珍療ガイドラインを策定する第二者的な
颯絡の語警

A-36 疹療ガイドラインの普及啓発プロジェクト B-16 疹療ガイドラインの推進

A-37
制作用に対する支持療法のガイドライン

特定
B-17 カンドオピニオンの推進

-7-



分

野 分野
東
暑
題
番

A予算
魔東

番暑
B診療報酬

策
暑
施
番

C制度

=痣
爆 閣 ″

A-38 いん診療連携拠 点病 院制度の拡充 B-18 地域運携とその他の運携 C-26 ドん診療運携 拠 点病院制度の見直 し

A-39
処副丙滉磯記猥化予界の交付金化
L00%国予算)

B-19 がん珍療体制の充実度に応した評価

整備等(が A-40
レ イ`バーシップ・クアプラン(がん経験
旨ケア計画)

B-20
がん難民をなくすために努 力している医
事絡 間の評儒

ネットワー

ク)
A-41
医療機関間の電子化情報共有システム
ハ齢

A-42 ドん患者勁態に関する地域実都 査

A-43
)｀ん診療運携拠点病院の地域連携機能
ゎコ儒二准の閣藩

6

がん医療に
凋する相談
支援および
情報提供

A-44 ,Sん相談全国コールセンターの設置 B-21 相談支援センターの充実 C-27 んヽ患者の就労・雇用支援

A-45 がん患者必携Jの制作および配滞 相談支援センターと患者団体の連携 ,Sん層者連携協議会 (仮称)の設置

A-46
来ヽ長期化学療法を受ける患者への医
藤費助成

再

,｀ん診源運B覺魚柄院の機■計仙を何
第二者的な組織(ベンチマーキングセン
ター のヽ籍詈

A-47 色国統一がん患者満足度調査

A-48 也域統括相談支援センターの設置

A-49
渇駿更横センターと思者硬 接団体によ
6協働サポート

A-50 ドん経験者支援部の設置

A-51
土会福祉協晟会による原養費貸付期間
DllE長

A-52
5猥療養責にかかる限反額適用認定証
D外来診療への拡大

A-53 認期の化学療法 に対する助成

A-54
「がん診療医療機関必携(仮 )」の作成。

輸

7 ドん登録
A-55 地域がん登録費用の10/10助成金化 B-23 がん登録に関わる職員の配置 C-29 ドん帯録法(仮称)の制定

A-56 ドん孝録法制化に向けた啓発活動 III"『・欧享肉がス′尾子0]

8

がんの予防
(たばこ対
策)

A-57
ヒばこ規制枠組条約の順守に向けた施
薦

B-25 tばこ依存への治療と禁煙対策 C-30 壼康増進法の改正(受動喫煙の防止)

A-58 駆 率減少活動への支援の事業 C-31
き康保険法の改正 (喫煙者と非喫煙者に
雪十線 瞼料の取り扱い)

A-59
手校の完全禁煙化と教職員に対する普
ι忠落

再 開等中等教育におけるがん教育の推進

9

がんの早期
発見(がん

検診)

A-60 呆険者。事業者負担によるがん検診 C-32
葛齢者の医療の確保に関する法律の改
正

A-61 呆険者負担によるがん検診事業 3-3(
眠 保 陳 法 の収上 かヽん 硬 診 実 診君 と禾

=診
者に関す線 瞼料の取り扱い)

A-62 ドん検診促進のための普及啓発

A-63 がん検診の精度管理方式の統一化

A-64 腱期的な地域がん検診事業

A-65 イベント型がん検診に対する助成

う`ル研究

A-66 請少がん。難治がん特別研究費 B-26 高度医療への対応 C-34
研究費配分機関 (ファンディングエージェ
/シー)によ研 究警杏″成果評価

A-67
ドんの社会学的研究分野の戦略研究の
ヨ」設

A-68
ドん愚者のQOL(生活の質)向上に向け

「
研究のイ罹推

A-69
番がん憧ごとの集学的標準治療の確立
つための大規模研究の促進に関する支
垂

A-70
,｀ん予師、横

'な
ど大型長期サ微 必要

"オ
る音占』籠

`r針
ォスす燿

A-71
アノム科年に基づく大規模な副作用予測
苺密 の 堆 半

実病別(が
しの種類
〕りの対策

A-72
矢病別地域医療資源の再構築プロジェク

卜児がんと希少がん C-35 予防接種法の改正(子宮頸がんワクチン)

A-73 子宮頸がん撲滅事業 長期生存者 のフオローアップ C-36 卜児がんと希少がんへ の拠点病 院制慮

A-74
卜児がんと希少がんに対する包括的対休
め維 推

B-29 リンパ浮腫 時定疾患研究事業の見直し

注)施策A19は、昨年度施策案63を分野移動
施策A-20は、昨年度施策案67を分野移動
施策A-28は、本年度新規
施策A-541ょ、本年度新規

鮨羹II::|ま ::ミ重優奪媛
施策A-71は、本年度新規

昨年度施策53は、A-56に統合

-8-



施策① 緩和ケアを担う施設などの拡充事業
緩和ケアを担う施設などの総合的な拡充を行う
在宅ケアの後方支援施設が大幅不足しているため、在宅緩和ケア支援病棟をおく
「大幅なキャパシティ不足、待ち時間、患者が施設を探す現状」⇒「lヒ較的短期に左記の3問題を軽減」

患者団体

寺参加

網
弧

百
脚

舟
番
針
渦
滸

沈

゛
川

眸
針

ン

か

０
排

Э
吻

ざ
中

口

滸

沖

１

０

１

学会

桑

＼
県協議会

1llililllllllllll

厚生労働省

関連施策1

施策番号A‐22:長期療養病床のがん専門療養病床への活用事業         施策番号A‐ 13:がんに関わる医療従事者の計画的育成
Xl:施設基準により、医師・看護師の配置基準は別途規定するが、更新制導入を視野に入れる。
Ж2:詮療報酬上では2010年度改定における「がん診療連携加算」の引き上げと対象拡大掛評f面されるが、本提案の新たな類型のペッドについても、同様

医療機関ず秘魂留乳罪轟臀鰊暮なξ
院、

情報提供

施策0による
情報提供

緩下ロケアグ〕レープホーム(1同

(緩和デイサービス師詢

鶴 琲■,鶉.亀
:書激|`鉤ヅ年:面:
為 ′墾
‐   範認ち誘手多|ふ歴 T緩和ケアー‐診療所

鸞郎可

枷

=響
電

〔ι)厚生労働曹んで■́対策性進協議金
に馴議

=厄

鳳
:職 機能、 → :人、 いウトサービスⅢ情報、 中 酬



施策② 長期の化学療法に対する医療費助成事業
長期に高額の治療をする患者の治療費を助成する

高額療養費の限度額の限度額を6カ月以上超える者は、自己負担上限を月額2万円とする
「自己負担額の増力日で患者の経済的負担が高まり精神的にも圧迫。治療差し控えも発生」⇒畔塁済的負担、心理的負担を軽減」

各種情紗 ―

施策⑦による

情報提供 鯰
患者

・高額療養費の限度額を6カ月以上に

わたって超えるがん患者
・化学療法計画書を提出し適用と判
断された方

患著‐団体
|||■ ■ ■ |11■ .||||■ ■ |

情報提供 :

―

一
〇

― 助言

請求

凛出… t― 幸
医療費

関連施策 :

施策番号A‐53:長期の化学療法に対する助威

施策番号A‐52:高額療養費にかかる限度額適用認定証の外来診療への拡大

れ}厚生労働嗜1そ 1.対策推進協議豊

施策番号A46:外来長期化学療法を受ける患者への医療青助威
施策番号A51:社会福祉協議会による療養費貸付期間の延長

震鷹ナ熟逗よる極塁E]
認定証

頭再書睡菱理
認定証

窓□負担 |

(上限2万円に 1

鰈 麒 鮨
新釧 能、 幸 :人、 “儀 :サ

ービス押情報、 な :酬



施策③ 専門・認定看護師・薬剤師等 育成配置支援センター事業
育成配置支援センターを設置し、資格希望者への教育費補助を行う。医療機関には育成機関の負担の補助を行う。
現職スタッフの専門資格取得に加え、現在求職中の者の再教育・再雇用の機台[も持たせる。
「チーム医療を行う専門的医療従事者の大幅不足」⇒「専門的医療従事者の充実とチーム医療の促進による均てん化の進展」

|1青口||

Ｉ

Ｈ
Ｈ

Ｉ

都道府県

国協議会

関連施策 :

施策番号A‐ 18:専門・認定着護師への特別報酬
¬:葉斉1師等に関しても同様の仕組みを創設する

〔■庫性労働せん(1,対策鮭饉濃誰姜

つ:文部科学省「がんブロフェッショナル養威プラン」と連携

珀
鶴轡躍購
玲:新設機能、 → :人、 ・ 0湾 サービス

ロ情報、 幸 胡

医療機関

専門看護師による

医療行為

育成配餞 希望する医療機関

《li:申請:

育成配置鍛 ンター*1 ②代替者の差額助成事業
0総合支援事業
・休職中の人材の再教育
・代替職員情報の収集・提供
・モデルキャリアプランの提供
・生涯学習の仕組みの提供
・専門認定看護師配置状況把握

再雇用を希望する看護 BTF

呻魃匈匈
謳
大学

扮嗜
・通学
・スクーリング
・[ラーニング



施策④ 冨1作用・合併症に対する支持療法のガイドライン策定・普及事業
専門家に患者関係者がカロわった委員会で、副作用と合併症に関する支持療法ガイド

・
ラインを策定する。

現場への教育システムと一般への広報を行い、ガイド
・
ラインの実践を定着させる。

「抑止可能な副作用・合併症の発生による患者のQOL(生活の質)の低下」⇒「支持療法の均てん化により患者の苦痛の軽減」

情報提供

`.デ
・・
1・・・・
‐ ガイドライン・■ |・・ 111

配布 =■峯鴨∫|
1目言炎

標準的な支持療法 ・・ ....垣

覆

Ｉ

Ｈ
Ｎ

ｌ

1青幸展
提供

国協議会

・

葉 毀
・ 、 、

委託
関連施策 :

施策番号キ37:ヨ1作用に対する支持療法のガイドライン策定
'1:定期的 こアップデートを行う仕組み含む

だo}厚生労働書めぞ1.対策推進協議会

―――‐――‐‐‐‐―体
一

一
団
一

一著
一

〓
串
攣

蓼
・一二
〆
ヤ
一一
一・一一・

施策⑦による
情報提供

医療機関鸞 仄
柵

eラーニング

支持療法ガイドラ令 策定委員会黎1

ガイドライン

配布・公開ガイド
・
ライン作成

饉竃鐵削颯魃:振貴機|ヒ、 → :人、・噸卜:サ
ービス・ll報、 議 費用



施策⑤ 地域がん登録口全国集計活用事業
地域がん登録が全都道府県で地方自治体の責任で実施される「地域がん登録・都道府県センター」を設置する。
全国の地域がん登録が統合され、活用されるよう、「地域がん登録・全国集計活用センター」を設置する。
「精度が十分な地域がん登録は一部.活用されないがん登録データ」⇒「がん対策の立案と死亡の低下に役立つデータを共有」

勅

　

毅

駐
　
晰

新・地域がん登わ ステム

全国集計活用セ

疵
情報公開・普及啓発
標準化システム推進
蜃
鮒

ンタ．爛ｙ岬飾
くI:≡
=量
≡:11)11_タ

都道府県センター(47カ所ン 1

鞣
情報公開・

普及啓発

地域がん登録データ登録要員の採用等の訪成
:~・ザン

都道府県

国協議会

業務を委託

活用▲

県協議会

顕
員

Ｉ

Ｐ
ω

ｌ

モニ

関連施策:

施策番号A‐55:地域かん登録費用の 1□/10助威金IL
・ 1:既存の仕組みを活かしつつ、適切な組織が実行し、新設も考慮に入れる

〔o)厚生労働嗜うりr対策推進協議全:

施策⑦による
情報提供

V
――――
―
――一――――… ……‐、

拠点病院

辟賛
病院

X並行してがん登録法の洲 ヒをする

つ:f国人情率層の取り扱いも含めてモニターする

靱
:鼎 機能、 → 執 、 中 :サービスⅢ情報、 幸 胡



施策⑤ 力tんベンチマーキングセンター事業
治療成績、診療内容、医療施設機育旨情報を統合的に集計し、活用できるかたちにして患者と医療機関に提供する

医療機関にはベンチマークレポートをフィード
・バックし改善につなげる。患者・一般は治療選択・施設選択の参考情報を得る

「どこでどのようなどの程度の質の診療がされているのか見えない」⇒「可視化が行われ医療提供者、受益者の両方にメリット」

Ｉ
　
Ｈ
ト
　
ー

/｀
´

国協議会

業務委託

厚生労働省

関連施策 :

施策番号丼351ペンチマーキング(指 1票比較)センターによる1票準治療の推進
・ 1: 施策0に 示されている全国集計活用センター

(o}厚生労■tt書がん対策推進協議会

厚生労働省科学研究費 研究班

,1111躙|

● 口 ■ ロ ロ
=口
■

医療機関
=ヽ
‐

1::::i!::::illli:::,I 
‐

11,ソ・

県
拠点病院

艤IT
病院

がんベンチマーキングセンター
0アウトカム指1票 (地域がん登録データ、院内がん
登録データ)

②プロセス指1薫 (臨床指標データ、 DPCデータ)
0ストラクチャー指1票 (かん拠点病院等の機能情報、
がん専門医、専門看護師・薬剤師の配置、ガイド

ラインに沿った治療数、チーム医療(腫瘍ボード)
の機能評f面、かん研究(臨床試験)の 状況と公開)

0～0のデータを集計、分析、加工し、ペンチマーク
レポートを作成

県力`ん計画

国がん計画

哩削

=鐵

鸞聰 新設欄
ヒ、 ‐ :人、 ・・>:サービス・悌 層、 摯 費用
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関連施策 :

施策番号A‐44:がんIB談全国コールセンターの設置
施策番号A‐49:相談センターと患者・支援団 f本による協働サポート
施策番号A‐6:がん患者による掛んの普及啓発アクションプラン

(ol厚生労働省1(1メ対策鮭逢魏羅金

施策⑦ 患者・家族のためのがん総合相談支援事業
いつヽ どこからでも無料電話で、気軽に相談できる「全国コールセンター」を設置
医療機関から独立し、患者の立場で相談を行う賭F道府県相談センター」を設置
「気軽に相談できない」「相談が問題解決につながらない」「窓□が活用されていない」⇒真に患者に役立つ問題解決型相談

業務委託、発注

県協議会
|11´■1 ‐■ |

相談支援
センター(既存 |

辟
鵬

施策番号A‐48:地域統括相談支援センターの設置
施策番号A‐5:医療従事者と患者・市民が協働する普及啓発活動支援
'1:国協議会に、全国コールセンターをモニター担当委員を配置する

「千菫舞施策②による
情報提供

全国コールセンター(1カ爾

∬機I響ミ 機 盗
陽ナ不孟:霜饒晟暮耳モニター

国協議会キ1

・セカンドオビニオン紹介
・ビアサポーター研修
。相談内容分析
・県内医療1鰻関の調整

ffiト
1/・ユ

ビアサポーター派遣 :情報提供

卜削嗽卜厄熙
:搬 機能、 → :人、 ・・b:サービス押情報、 端 酬



施策③ がん患者満足度調査事業
全国的にがん治療施設別の患者満足度を世界標準的な方法で計測し、フィードバックし、医療の質向上につなげる
県ごとに多様な参力□者による満足度向上のためのタウンミーティングを開催、調査に基づき地域の医療の質向上策を考える
「低い質の治療の存在、患者の不満が多い、医療者は疲弊」⇒客観的な情報に基づき建設的なかたちで議論じ満足度高める

Ｉ
　
Ｈ
Ｏ
　
Ｉ

県協議会

都道府県

国協議会

_盟 會 警 警 薔 機 薔 レ

11キ 1

厚生労働省

関連施策 :

施策番号A‐47:全国統一がん患者満足度調査
・ 1:タ ウンミーティングとは、調査で得られた問題を六位一千本で考える場

[●I厚生労働嗜ふぞ1,対攘推進協議曇

饉 ■ 彗 ■
=●
  :●

調査票配布

1目言炎

ビアレビュー
・
稲i膵畢B誓墟轟
・海外調査との比較

一
●

一

・
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施策⑦による
情報提供

がん患者満足度調艶 ンター

ンイテ一
ヽヽ
ヽ
ンウタ

地域の患者、医療着
行政が集まって

改善策を検討

結果を各施設に
フィードノ`ック
ー般に公表

・鯰

鞣
饗國隅鶴
鶴:新言貨欄 ヒ、 → 卜 :人、 “攀識サ

ービス・ll報、 中 費用



施策③ サバイバーシップ事業
・ 小児と成人のがん経験者の晩期障害、こころのケア、経済的不安に関する支援に関して専門的な相談を提供する
・ サバイバーシップロヶアプランを確立する。稀少がん・ノ」ヽ児がんについて診療支援とデータ収集を行う
。「手つかずのサバイバーシップ問題」⇒「がんと向き合いがんと共に生きる社会」の実現

Ｉ

Ｈ
『

―

関連施策 :

施策番号A‐ 19:1克がん剤の審査ブロセスの迅速化
施策番号A‐ 2011充がん斉1の適用拡大の審査ブロセスの見直し

〔o}厚生労働者が■,対策推進協議会

俳施策0による
情報提供

■

口

■

口

■

:晩期障害対茉:社会支撰情報

サバイパーシップ

¬I翁    竜聰
.サ爾ィバ_シップヶアプラン雛型棒成 1,_泰討

」ヽ児がん口稀少がん
サパイパーシップセンター
(成育邑魔ヒみ嗜
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